
帯広市強靱化計画 骨子案
Ⅰ 計画の策定にあたって

１ 計画策定の趣旨
本市の地域特性を踏まえつつ、人口減少・少子高齢化の急速な進行やインフラ等の老朽

化など地域を取り巻く環境の変化に対応しながら、より効果的な防災・減災対策に取り組
むことにより、被害を最小限に抑え、速やかに回復できる強靱な地域社会の実現につなげ
ていくために策定するもの。

２ 計画の位置付け
（１）本計画は、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土

強靱化基本法第13条に基づく国土強靱化地域計画として策定する。
（２） 国の国土強靱化基本計画及び北海道強靱化計画と調和するとともに、帯広市の他の

分野計画と連携し、第７期帯広市総合計画に即して策定する。

３ 計画の推進期間

2026年度（令和８年度）から2030年度（令和12年度）までの５年間とする。

Ⅱ 帯広市強靱化計画の考え方

Ⅲ 脆弱性評価

１ 脆弱性評価の考え方
国の基本計画及び北海道強靱化計画の「起きてはならない最悪の事態」（以下「リス

クシナリオ」という。）の見直し状況を踏まえ、本市のリスクシナリオを整理し、現在取
り組んでいる施策で対応が十分かどうかを分析・評価 する。

２ リスクシナリオの設定
本市の地域特性を踏まえ、国の基本計画及び北海道強靱化計画との調和を図りながら、

「６つのカテゴリー」と「リスクシナリオ」を設定していく。

Ⅳ 帯広市強靱化のための施策プログラムの設定及び推進事業

脆弱性評価において設定したリスクシナリオを回避するため、ハード・ソフトの両面か

らの対応策を「施策プログラム」としてリスクシナリオごとに設定し、その「施策プログ
ラム」を推進するための事業を「推進事業」として整理する。

１ 帯広市強靱化計画の目標

＊国の基本計画及び北海道強靱化計画における目標を踏まえつつ、現行計画の３つの目

標を引き続き帯広市強靱化の目標として掲げる。

カテゴリー 想定されるリスクシナリオ（例）

１ 人命の保護
・地震による建物の倒壊等による死傷者の発生等
・土砂災害、洪水、暴風雨（雪）による死傷者の発生
等

２
救助・救急活動等の迅速
な実施や避難生活環境の
確保

・被災地における医療等の機能麻痺等
・避難所の劣悪な避難生活環境等

3 行政機能の確保 ・行政機能の低下等

４ 経済活動の機能維持
・サプライチェーンの寸断等による企業活動の停滞等
・食料等の供給停滞に伴う市民生活等への影響等

５
情報通信網や電力等ライ
フライン、交通ネット
ワークの確保

・通信障害等による情報収集・伝達の不備等
・ライフラインの機能停止等

６ 迅速な復旧・復興等
・災害廃棄物処理の停滞等
・人材不足等

帯広市強靱化計画におけるリスクシナリオの概要

Ⅴ 今後のスケジュール

（１）大規模自然災害から市民の生命・財産と帯広市の社会経済機能を守る

（２）災害に強い地域社会・地域経済の実現と迅速な復旧・復興体制の確立を図る

（３）帯広市の地域特性を活かし、国・北海道全体の強靱化につなげる
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２ 本計画の対象とするリスク
北海道強靱化計画において、広範囲に甚大な被害をもたらす大規模自然災害を対象とし

てしていることを踏まえ、本計画においても大規模自然災害を対象とする。

【本市の令和３年４月以降の主な被害状況】

＜帯広市における主な自然災害リスク＞

大規模地震、豪雨・暴風雨、豪雪・暴風雪、土砂災害

令和３年12月１日～２日 強風害 倒木被害73件、建物被害21件、農業施設（ビニール
ハウス、牛舎等）被害668件、転倒等人的被害３件
農村部を中心に最大約2,150戸が停電

令和７年２月３日～４日 大雪害 学校の屋内練習場や農業用ビニールハウス倒壊など
物的被害26件、除雪時の転倒など人的被害７件、
その他１件、公共交通機関の運休等

資料５


